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国民本位の開かれた行政運営を推進 

するための広報評価と施策への反映 

－企画立案と広報評価の組み合わせと 

創意工夫の実験的取組を手がかりとして－ 

 

                                          開発監理部 開発調整課  渡部 成人 

 

  国民本位の開かれた行政運営のためには、広報・広聴体制の強化を通じて、国民の声に耳を傾け、国民

が求める情報を積極的にわかりやすく提供する必要がある。このため、事業の企画立案と広報評価を組み合

わせるとともに、職員個々が広報に関心を持ち、創意工夫を継続的に行うことが重要となる。 

 本発表では、国民が必要とする情報を提供するための職員による創意工夫に関する実験的取組を行い、そ

の結果の施策への反映、取組定着の提案までを報告する。 
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はじめに 

 

近年、行政運営への国民の関心の高まりとともに、行

政機関が保有する情報の国民への提供が重要になってい

る。行政機関では、情報公開法に基づく情報開示の他、

決定した政策や事業の結果広報に限らず、決定に至るプ

ロセスも含め、国民に対して必要な情報の積極的な提供

に努めている。他方、情報の受け手である国民は、行政

機関から十分な情報が提供されていないと感じている。 

 国土交通省では、行政の持つ情報を国民に提供すると

ともに、継続的な対話を通して、国民との信頼関係を強

化できるような行政の運営に取り組んでいる。北海道開

発局においても、「国民本位の開かれた行政運営の推進」

を重点課題として掲げ、広報広聴体制の強化等の取り組

みを進めている。 

 平成22年8月に北海道開発局では、「『北の地域づくり』

インターネットモニター調査（以下、「北モニ調査」と

いう）」によって、50名のモニター協力者にアンケート

調査を行った。その結果、図1に示すとおり、68%の方が

必要な情報が提供されていないと感じていることがわか

った。この傾向は、平成18年に国土交通省が行った調査

（以下、「H18国交省調査」という）の結果でも同様であ

った。同調査は、国土交通省発足当初に定めた「仕事の

進め方の改革」に基づいた一連の行政行動の改革の進捗

状況について、国土交通省発足から5年、行政評価法施行

から4年が経過するのを機に、評価を行って課題を抽出し、

今後の方向性を検討したものである。この中で、国土交

通省の情報提供に対する国民アンケートでは、「欲しい

情報が手に入りやすい」という項目に対し、「そう思わ

ない」及び「あまりそう思わない」をあわせた回答が68.5%

となっている。 

 

 

１．トップマネジメントの戦略PRと広報評価 

 

（１）トップマネジメントによる戦略PR 

 北海道開発局では、平成21年度以降、業務の適正かつ

効率的な執行に取り組み、国民の信頼回復を図るため、

内部統制の強化とコンプライアンスの徹底に取り組んで

いる。本取り組みの主要な項目の一つとして、広報広聴

体制の強化を進めている。 

広報（パブリック・リレーションズ（以下、「PR」と

図１ 北海道開発局の情報提供に対するモニターの感想 

（「北海道開発局の広報・広聴に関する調査《結果》」を元に作成） 
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いう））は、組織の面から捉えた場合、トップマネジメ

ントから始まる１）との指摘がある。トップの理解と全社

的な協力・支援が、広報活動の成功に不可欠だからであ

る。北海道開発局では、平成22年4月に広報広聴活動推

進規程を通知し、局長を委員長とする北海道開発局広報

広聴委員会（副委員長：局次長、委員：各部長・開発監

理部次長・調整官）を設置し、トップマネジメントによ

る戦略PRの体制を構築した。同年5月に「北海道開発局

広報広聴活動基本方針」を策定している。「平成23年度

北海道開発局内部統制及びコンプライアンス強化計画」

では、国民本位の開かれた行政運営に向けた取組として、

分かりやすく、迅速な情報提供に努めるなど、外部に向

けて情報公開を積極的に進めていくとして、トップマネ

ジメントによる戦略PRを推進することとしている。 

 

（２）事業の企画立案と広報評価の組み合わせ 

 戦略 PR の仕組みの中で、経営戦略のPDCA サイクル同

様、広報のPDCAサイクルの重要性が指摘されている。こ

のためには、広報評価を行う必要がある。広報評価は、

多くの企業で指標として採用されている報道率分析も含

め、準備段階（資料作成等）、実施段階（報道率等）、

影響段階（対象による理解、行動の変化等）など、段階

に応じた評価行うことが必要２）とされている。このプロ

セスを通じて、広報評価の結果が、事業プロセスの中に

組み込まれ、その企画立案に反映されることとなる。 

北海道開発局における事業の企画立案と広報評価との

組み合わせの代表例をいくつか以下に紹介する。 

小樽開発建設部では、公式 WEB サイトのトップページ

上に「トピックス」という項目を設けて、現場見学会等

の結果の事後広報を行っている。平成23年7月28日に

小樽港湾事務所で行った「札幌市社会科教育連盟の夏の

研修会」は、平成23年度から札幌市小学4年生の社会科

副読本に北海道遺産である小樽港北防波堤が取り入れら

れたことで、より良い授業にする目的で同連盟から要望

があり、実施にされることとなった。本事例では、参加

した先生から感想を聞くことにより、よく理解されたか

どうかを直接確認することができ、今後の授業に活かし

たいという行動への反映などをしっかりと確認できてい

る。また、これらの結果は、図 2 に示すとおり、事後広

報に活用されるとともに、見学会の企画立案等に反映さ

れている。 

営繕部では、「公共建築の日（11月11日）」にあわせ

て建築物に親しんでもらう行事を例年開催している。こ

の事例でも、参加者の感想などをしっかりと把握し、公

式HP上で事後広報を行っている。この他、留萌開発建設

部における「地域づくりセミナー」における事後広報な

ど、個別の事業における広報評価と施策への反映の取組

及び、その事後広報のためのHPの工夫などの取組が行わ

れている。 

これらの事例では、直接国民・道民の声を聞く職員は、

自らの職務に対する手応えや達成感を得る機会を持つこ

とができ、そのことが組織内広報によって情報共有され

ることで、他の職員に良い影響を及ぼし、結果として組

織全体の士気向上につながる効果が期待される。 

こうした個別の事業の各段階における広報評価と施策

への反映の他、北モニ調査のような広報全般に関する俯

瞰的なアンケート調査もまた、事業プロセスの段階に応

じた広報評価の一つである。 

 上述の参考事例は、直接国民・道民と接することで、

国民・道民の施策や事業への理解、行動への反映などを

比較的把握しやすい取組ではあるが、こうした取組を参

考として、組織全体及びその他の幅広い事業プロセスへ

と反映し、戦略PRを推進していくための方策について次

章以下で述べることとする。 

 

 

２．職員の創意工夫を形にする戦術 

 

（１）個々の職員の創意工夫が組織力となる 

 北海道開発局が現在進めている「国民本位の開かれた

行政運営の推進」について冒頭で触れたが、トップマネ

ジメントによる戦略PRも含め、大きな方向性については、

国全体の方針や世論などを踏まえながら、幹部職員が示

していくものである一方、その方針を具体化していくの

は個々の職員の役割であり、自ら率先して行動すること

により組織力となっていく。 

 広報が難しいとされる一つの側面が、先に示した評価

測定の難しさである。もう一つの難しい面として、個人

の資質に大きく依存するという面が指摘されている。こ

の、才能が求められる分野、また、職人技のような分野

に対してどのように取り組むべきか。 

 ある民間企業では、対外的キャンペーンをきっかけに

盛り上がった職員の士気をうまく活用するために、「ヒ
図2 小樽開発建設部公式WEB サイト「トピックス」の一例 

（出典：小樽開発建設部公式WEB サイト） 
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ラメキ・コンテスト」という取組を行った。この取組は、

組織内で一斉に行わずに自由参加という形式で行い、4

ヶ月間の取組の最後の3週間で組織全体に急速に拡大し、

大成功を収めたとされている。３）外部とのコミュニケー

ションから始まった取組が、組織内の「風通しの良さ」

に繋がった良好な事例とされている。また、社団法人日

本広報協会が1964年から実施している全国広報コンクー

ルでは、2004 年から「広報企画」部門が設定され、アイ

ディア、コンセプト、展開、訴求力の観点から審査が行

われている。 

 これらの例は、知恵を集約するための「場」を設定し、

チーム作業によって、個人の枠を超えたアイディアを作

り上げていくという共通点がある。これは、「ブレーン

ストーミング（以下、「BS」という）」という手法を考

案したアレックス・F・オズボーンの考え方と共通するも

のである。オズボーンは、米国の広告代理店の経営者で、

広告製作過程の分業による流れ作業を関係者による協働

作業にすることで新たなアイディアを生み出す手法とし

てこの手法を考案したとされている。 

 図3に個々の職員の創意工夫を形にする戦術による「戦

略PR」の推進とその効果に関する概念図を示す。 

 

（２）知恵を寄せ集める「場」の実験的取組 

 本研究では、個々の職員の知恵を寄せ集め、組織とし

て形にしていく取組の一例として、職員によるBSという

「場」の提供を実験的に行い、興味深い結果が得られた

ので、実験の概要及び結果を以下に述べる。 

実験を行うにあたり、以下の三つの仮説を設定し、検

証することとした。第一に、BSという自由な意見が妨げ

られない「場」を設定することで、多くのアイディアが

得られる。第二に、分野横断的な参加者によって、様々

な側面からアイディアが得られる。そして第三点目とし

て、複数回のBSを通じて、一つの目的のために集まった

個々の職員間に共通の目的意識が醸成され、一体感が形

成される。実験の概要は以下のとおりである。 

 平成23年11月29日、同12月6日、同12月13日の3

週にわたり、各回とも90 分間のBS を行った。実験を行

うにあたり、可能な限り多様なバックグランドを有する

参加者を集めることとし、北海道開発局広報部門から 2

名、同企画部門から3名、札幌開発建設部広報部門1名、

同企画部門1名であり、事務・技術の別では事務官4名

及び技官3名、性別は男性4名女性3名、年齢は30代～

40代という構成である。 

 第 1 回目は、「国民・道民への情報提供機会としての

地方紙掲載率向上」をテーマにBSを行い、37のアイディ

アが得られた。リリース資料そのものの量・形式等の工

夫に関するアイディアが20、ゲートキーパーである記者

との関係に関するアイディアが16（重複4）と多かった。

リリース資料の工夫に関するアイディアでは、内容に踏

み込んだものが7つあり、第2回目のBSのテーマの核と

なるアイディアが得られた。この他、新聞の掲載数・率

の向上というテーマに対して、多様なメディアの活用に

よる効果を期待する発想として、直接広報を行うことに

よって報道数も向上するのではないかという意見もあっ

た。 

 第 2 回目は、前回の結果を受け、「国民・道民に何を

伝えるのか」をテーマに実施した。進行役が期待してい

たアイディアは、「国民・道民が知りたい情報」とは何

かという「ニーズに応じた情報提供」であったが、開始

からしばらくは「国民・道民に知って貰いたい情報」に

関するアイディアが参加者から多く出てきた。途中、「国

民・道民が知りたい情報」は何かという観点でのアイデ

ィアを出すよう誘導した結果、最終的に「国民に知って

もらいたい情報」が15と「国民が求める情報」に関する

アイディアが13と、ほぼ半々得られることとなった。 

 第3回目は、「国民・道民が望む情報を提供する工夫」

をテーマに実施した。第 2 回目で「伝えるべき内容」と

「伝えるべき相手」が意識されたことによって、第 1 回

目に近いテーマ設定でも、より国民・道民を意識したア

イディアが多く出される結果となった。事後広報や直接

広報に関するアイディアが比較的多く出された他、何の

図4 実験的ブレーンストーミングにより作成した「国民・道民への情報提

供の工夫」に関するアイディアマップ 

図3 個々の職員の創意工夫を形にする戦術による「戦略PR」の推進と

その効果に関する概念図 
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ために広報を行うのかという目的を意識したアイディ

ア、記者との対応に関しては、きちんと説明することが

大切であるというような、人と人との双方向のコミュニ

ケーションを意識したアイディアが得られた。全 3 回の

BSの結果得られたアイディアマップを図4に示す。 

三つの仮説については、第一に、闊達とまではいかな

かったが、自由な意見が妨げられない効果によって、比

較的多くのアイディアが得られた。第二に、様々な側面

からアイディアが得られた。第三点目の「職員間に共通

の目的意識が醸成され、一体感が形成される」という仮

説に関しては、十分な検証を行えなかった。 

 

（３）平成18年の国土交通省による調査結果との比較 

 前述の H18 国交省調査の結果の中で、アカウンタビリ

ティに関する部分を今回のBSの結果との比較として表1

に示す。 

図 4 と表 1 とを比較すると、国民の公共的ニーズの把

握や相手に応じた情報提供、相手の立場を考慮した情報

の提供、双方向コミュニケーションなど、重なる部分が

多い。これらは、社会資本整備を行う行政機関にとって、

PRの共通の課題であり、不断の努力が必要であることを

示唆している。 

今回実験的に行った職員によるBSは、7名という少人

数であり、異なるメンバーで同じ実験を繰り返して結果

の検証を行った訳ではない点で精査の必要がある。しか

しながら、今回のBSの結果がH18国交省調査（全職員へ

のアンケート（回答率36%）、国民へのアンケート（回答

数3904）、学識経験者等の第三者の知見活用）の結果と

重なる部分が多かったという結果から、北海道開発局の

職員が職務経験を通じて、国民への情報提供に関する課

題を認識し、個々の職員レベルでは既に創意工夫のアイ

ディアを有し、一部実践していることが伺える。 

図 4と表 1との比較を通じて得られた結果を踏まえ、

個々の職員の創意工夫を通じて戦略PRの具体化を進める

方策の一例を次章に示す。 

 

３．双方向のコミュニケーションを通じて国民の「顔」

を意識する 

 

（１）PRの対象者の属性の区分の一例 

 BSの各回のテーマ設定では、情報提供の対象を「国民・

道民」としていたが、参加者から出されたアイディアは、

その中の更に「属性（以下、「顔」と表現する）」を意

識したものが特徴的である。「主婦の視点」、「納税者

の視点」、「事業への参加者」などである。北海道開発

局が行っている事務・事業との関係では、公共施設の利

用者であったり、その維持管理への参加者であったりと、

それぞれ「顔」がある。 

 この「顔」に着目した報道率分析を行った結果を表 2

に示す。平成23年度上半期に行われた北海道開発局及び

10開発建設部によるプレスリリースのうち、地方紙（全

国紙及びブロック紙地方版を含む）に掲載された件数を

まとめたものである。この結果、「学習者」、「維持・

管理参加者」に関する報道率が55％以上となっており、

他の「顔」と比較して高くなっていることが読み取れる。

国民・道民が、公共施設について積極的に学んだり、維

持・管理に直接参加する姿とそれを支える職員の姿とい

う情報に対して、報道機関が地域の住民に伝えるべきニ

ュースバリューを見出していると推察される。 

 

（２）「顔」を意識した情報提供 

「知ってもらいたい情報」を「知ってもらいたい相手」

に伝えることを意識した場合、効果的に伝えることので

きる「媒体」が選択されるとともに、相手の「顔」を意

識することによって、「国民に知ってもらいたい情報」

を「国民が知りたい情報」に重ねていくことが可能とな

る。代表的な事例を以下に紹介する。 

釧路川では、年に 2 回、カヌーで清掃を行う取り組み

を行っている。釧路開発建設部の職員も参加して、着実

に取り組みが進められている。図 5 左に示すとおり、実

施に当たり、釧路開発建設部から資料が報道提供され、

複数の新聞に結果の記事が掲載された。公共施設の維持

管理に参加したいと考えている方にとっては、参加の仕

方や問い合わせ先などが分かる情報である。また、既に

参加されている方にとっては、自分たちの取り組みが紹

介されることにより、今後の活動への原動力となりうる。

図 5 右に示すとおり、釧路新聞の記事では、「釧路開発

課    題 対応方針・改善策 

１．情報を発信

する内容・手段 

1 
国民の公共的なニーズの把握とその対応が十分に出来ておら

ず、相手に応じた情報提供が十分出来ていない場合がある。 

国民の公共的ニーズ

の把握と、より多くの

人々 への情報伝達

① 国民の公共的ニーズについて、十分に把握し対応するための取り組みを行う。

②

説明を受けた人からさらに情報が広がっていくよう、わかりやすい資料で説明

するなどの工夫を行う。また、サイレントマジョリティへの働きかけを積極的に

行う。 

フォローアップ ③
国土交通省に興味を持ってくれた人達に対し、属性に合わせて日常の情報（広

報誌・記者発表等）も発信する。 

2 
アカウンタビリティの取り組みについて、目的が明確化されて

いないケースや効果が把握されていない場合がある。 

目的の明確化と取り

組み方法の改善 
④

アカウンタビリティを果たす目的、対象を明確化した上で適切な手段による情報

提供を行う。効果の把握につとめ、必要に応じて手法を改善する。 

3 
国民からの公共的ニーズに対する対応状況を、国民に周知され

ていない場合がある。 

双方向コミュニケーシ

ョン 
⑤

事業及び施策に関する情報の提供を行うとともに、意見を収集しフィードバック

するなど、双方向コミュニケーションを積極的に行う。 

２．職員の

意識・技術 

意

識 

1 
マスメディアに情報を提供しているものの、苦手意識があるた

めにマスメディアへの対応が不十分な場合がある。 

マスメディアへの積

極的な対応 

⑥
マスメディアは国民とのパイプ役であることを認識し、記者発表以外の方法も

含めて自発的に当方の考えを伝えるなど、意見交換を行う努力をする。 

⑦ 誤認報道に対して担当記者等へ、時間を置かずどこがどう違うのかを伝える。

2 
都合の悪いこと、予期せぬこと、不祥事などの情報提供が十分

に出来ていないとの指摘がある。 
危機管理への対応 ⑧

国土交通省にとってネガティブな情報に対しても、国民に事実と発生の原因、再

発防止策を迅速に伝える。 

3 
公共事業全体が不正・無駄というイメージを持っている国民が多

い。 
社会情勢への対応 ⑨

社会情勢に応じ、国民や社会に国土交通省の役割や取り組みを積極的に訴え

る。 

技

術 

4 

国民の多くは国土交通省の情報提供について満足していない。

また、相手に合わせた説明の仕方（タイミング、内容等）になって

いないために伝わりにくくなっている場合がある。 
相手の立場を考慮 

⑩
相手のニーズやテーマに対する知識の熟度に合わせた説明や資料作成を行

う。 

⑪
情報を公表する場合には、事前に情報共有しておくべき相手や公表するタイミ

ングを考えるなど、自治体等との連携した取り組みを実施する。 

5 

公共事業は国土交通省などが勝手にやっていると思っている国

民が多く、また、手続きの設定が不十分な場合に、いつまでも同

じ議論の繰り返しになり、結論が出ない場合がある。 

⑫
アカウンタビリティを果たそうとする際に、結論を出す時期やその手順などに

ルールを決めて実施する。 

３．組織の体制 

1 
国土交通省の本来の使命や役割を伝えることよりも、イベントな

どを行うこと自体が目的になっているケースが見受けられる。 
使命と役割の認識 ⑬

アカウンタビリティをより積極的に果たすために職員のモチベーションを高め

る取り組みを行う。 

2 
全国的な話題にもかかわらず、自分が担当している分野外や地

域外のことを聞かれても答えられない場合がある。 

内部アカウンタビリテ

ィの必要性 
⑭ 国土交通省内での情報伝達・情報共有をはかり、最低限の知識として認識する。

3 
手続きの最初の段階で十分な対応をしなかったがために、その

後トラブルが発生し、その調整に時間を要する場合がある。 

初期段階における積

極的な取り組み 
⑮

国民ニーズの反映の容易な初期段階におけるアカウンタビリティの強化を通じ

て、信頼性の構築を図る。 

  
広く一般 公物利用者 学習者 維持管理参加者 事業者 自治体 合計

提供 掲載 率 提供 掲載 率 提供 掲載 率 提供 掲載 率 提供 掲載 率 提供 掲載 率 提供 掲載 率
本局 99 25 25.2 8 1 12.5 17 1 5.8 7 2 28.5 13 2 15.3 0 0 0.0 144 31 21.5 
札幌 36 4 11.1 18 6 33.3 5 4 80.0 5 3 60.0 2 0 0.0 2 1 50.0 68 18 26.4 
函館 11 4 36.3 7 2 28.5 14 6 42.8 10 4 40.0 1 0 0.0 1 0 0.0 44 16 36.3 
小樽 10 1 10.0 14 5 35.7 5 1 20.0 3 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 34 7 20.5 
旭川 15 7 46.6 11 4 36.3 8 3 37.5 9 6 66.6 1 0 0.0 1 0 0.0 45 20 44.4 
室蘭 13 6 46.1 19 7 36.8 25 18 72.0 7 4 57.1 2 0 0.0 2 2 100.0 68 37 54.4 
釧路 22 16 72.7 12 8 66.6 7 4 57.1 10 7 70.0 4 0 0.0 2 1 50.0 57 36 63.1 
帯広 30 16 53.3 12 4 33.3 10 5 50.0 4 2 50.0 2 1 50.0 0 0 0.0 58 28 48.2 
網走 7 4 57.1 17 12 70.5 10 8 80.0 7 4 57.1 1 1 100.0 0 0 0.0 42 29 69.0 
留萌 6 3 50.0 29 17 58.6 9 7 77.7 5 5 100.0 4 2 50.0 0 0 0.0 53 34 64.1 
稚内 7 7 100.0 9 7 77.7 9 9 100.0 1 1 100.0 3 3 100.0 0 0 0.0 29 27 93.1 

計 256 93 36.3 156 73 46.7 119 66 55.4 68 38 55.8 34 9 26.4 9 4 44.4 642 283 44.0 
※ステークホルダー区分については、記事の内容に応じて、可能な限り「広く一般」以外に割り振った。 

表2 平成23 年度上半期の北海道開発局報道提供資料報道率（属性別） 

表1 国土交通省のアカウンタビリティに関する課題と対応方針・改善策

（出典：国土交通省「行政行動の改革 ―改革はどこまで進んだか―」）
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建設部の日頃の清掃の成果か、この日のごみは少なく」

というように、目立たないところで職責を果たしている

開発建設部及び職員の姿を伝える内容となっていた。当

然行うべき職責を果たしていることを、こうした形で記

事に取り上げてもらうことで、職員の励みになるという

更なる効果が得られる代表的な事例である。 

担当した記者によると、「過去に取材を行った時と比

較して、ごみが非常に少なかったので、釧路開発建設部

の職員に聞き取りを行い、定期的に清掃活動を行ってい

ることがわかり、それを記事にした。あくまでも中立的

な立場に立ちつつ、社会資本の維持管理を行う事業の必

要性は認識しており、釧路川の自然環境の維持のための

地域の活動を応援したいという気持ちを持っている。」

とのことだった。 

留萌開発建設部では、シーニックバイウェイ北海道『萌

える天北オロロンルート』を構成する38団体と協働で、

より良い景観、観光・地域づくりを展開している。平成

23年6月8日に、小平町で上記活動団体の一つである「小

平行来（おびらいく）」がエゾカンゾウ花壇整備を行う

際に、その活動の紹介などのために図 6 左に示すとおり

プレスリリースを行った。複数の新聞に取り上げられ、

釧路川の事例同様、公共施設の維持管理参加者等に有益

な情報提供を行う結果となった。また、図 6 右に示すと

おり、日刊留萌新聞の記事では、「エゾカンゾウは、国

道の法面工事などで一時減少したが、留萌開発建設部が

事業主体に復活に取り組んだ経緯がある。現在は、留萌

管内のボランティア三十八団体で組織するシーニックバ

イウエイ北海道『萌える天北オロロンルート』が中心に

なり、留萌開建と協力しながらより良い景観、観光、地

域づくりを目指して植栽活動を続けている。」と、エゾ

カンゾウ植栽の経緯及び留萌開発建設部と活動団体との

協働、シーニックバイウェイ北海道『萌える天北オロロ

ンルート』の活動目的などを紹介しており、留萌開発建

設部及びその職員の励みになる効果が得られる代表的事

例となっている。 

担当した記者によると、「今回の記事で特に意識した

訳ではないが、『留萌地域はまだまだ基盤整備が必要な

地域であり、地域の要望も大きい』、その結果として『留

萌開発建設部による事業の必要性がある』という二点は

常に意識の中にある。」とのことだった。 

 上記は、国民の「顔」を意識することで、「国民の知

りたい情報」に「知ってもらいたい情報」が重なり、ニ

ュースバリューが形成された例であり、新聞報道結果等

を通じて、職員の職務意識を高めるとともに職務を通じ

た達成感を得られるという効果が期待されるものであ

る。 

 

（３）国民本位の「思い」が、「伝わる広報」になる 

国民・道民向けの情報発信を考えた場合、ニーズを捉

えて発信する情報というものと顕在化しているニーズと

は全く関係なく、発信し続けなければならない情報があ

る。これは、先に示したBSの結果及びH18国交省調査に

よる課題と今後の方向性にも結果として表れているもの

である。行政機関の役割は、顕在化していないニーズに

対して責任を果たしていくという側面もある。この際に、

主権者である国民にわかりやすく、直接広報によって、

情報を手の届くところに置いておくという情報提供の在

り方もある。各種委員会の公開による開催など、意思決

定プロセスの透明性確保の取り組みなどはこの例であ

る。国民が安心感を得られる情報というものも同様であ

り、公共施設の点検、自治体との連携による防災対策な

どに関する情報は、ニーズが顕在化していなくても提供

し続ける必要がある。本来行うべき業務であるが、それ

が国民の目に触れることで、住民や利用者の方の安心感

につながる話題となる。よって、その結果は、報道機関

のニュースバリューが形成され、報道される傾向にある。 

以上の結果から、国民・道民との双方向コミュニケー

ションを通じて、相手の立場、すなわち、社会基盤との

関係性の「顔」を意識し、「利用する方」、「よく知り

たい方」、「維持管理に積極的に参加したい方」等に応

じた内容及び情報提供の方法を工夫することが有効であ

図5 釧路川清掃川下りに関する報道提供資料と釧路新聞の記事 

（出典：釧路開発建設部報道提供資料、釧路新聞6 月29 日朝刊） 

図6 エゾカンゾウ花壇整備に関する報道提供資料と日刊留萌新聞の記事

（出典：留萌開発建設部報道提供資料、日刊留萌新聞6 月17 日） 
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る。結果として、こうした、国民本位の「思い」が、「伝

わる広報」につながることとなる。 

また、メディアの多様化により情報の伝達経路が数多

ある中で、行政機関による情報提供の重要な「広がりの

メディア」の一つとしての新聞の役割、WEBサイトや広報

誌を通じた直接広報の役割など、メディアの特性に応じ

た手段の選択という準備段階においても、国民・道民の

「顔」を意識することで、効果的な手段が選択可能とな

る。 

国民との双方向コミュニケーションを通じて国民の

「顔」を意識し、効果的な情報提供を推進する概念図を

図7に示す。 

 

 

まとめ 

 

 本稿では、「国民本位の開かれた行政運営の推進」の

ために、事業の企画立案と一体となった戦略PRの推進に

当たり、事業プロセスの各段階に対応した広報評価を行

うことの有効性の指摘及び北海道開発局における取組の

紹介を行った。また、広報評価とともに職員個々の創意

工夫を形にするため、知恵を寄せ集める「場」の提供を

実験的に行い、その結果と H18 国交省調査との比較を通

じて、国民のニーズや属性に応じた情報提供の有効性及

び国民本位の「思い」が「伝わる広報」につながること

を示した。 

 さらに、新聞記事をきっかけに深く知りたいと思う方

のためには、「深まりのメディア」として公式ホームペ

ージ上のわかりやすい位置にわかりやすく情報をアップ 

 

 

 

 

 

 

 

することも有効である。 

 また、組織にとって忘れてはならないステークホルダ

ーは、組織体の構成員、官庁においては職員である。組

織内コミュニケーションを通じて、職員の職務に対する

意識が高まるとともに職務を通じた達成感が高まり、結

果として、顧客（国民）からの信頼の向上につながるこ

とも広報の重要な役割として指摘されている。 

 こうした一連の戦略PRを通じて、国民・道民との対話

による双方向コミュニケーションが実現し、「お知らせ

型広報」から「国民・道民の声を施策に反映させ」、「国

民本位の開かれた行政運営の推進」に資すると考えられ

る。 

本稿で一例を示した、職員による創意工夫を形にする

ための取組を定着させるためには、その必要性及び効果

を認識し、職員による自発的な創意工夫の取り組みとそ

れを形として組織力とするため、職員個々の役割に応じ

た「場」を組織として提供することが鍵となることを指

摘して、本稿のまとめにかえる。 
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図7 国民との双方向コミュニケーションを通じて国民の「顔」を意識する

ことにより効果的な情報提供を推進する概念図 


